Frequently Asked Questions
マニフェスト情報２４時間事前申告ルール

2003年1月23日改定
（日本機械輸出組合企画開発グループ仮訳）

米国関税庁には貨物積込２４時間前のマニフェスト情報事前申告ルールについて数多くの質問が寄せられている。これまで最も多かった質問を取り上げ、それに対する現時点での回答をまとめた。税関が２４時間ルールに期待する内容を、貿易関係者にご理解いただく上で、この文書が助けになるよう願っている。米国関税庁では今後も新しい問答を付け加え、リストを更新していく予定である。変更や最新情報を知るために、常にこの文書をチェックしていただきたい。

1.
実施日について：規則の実施プロセスがどうなっているか説明してほしい。１２月２日より、すべてのマニフェストを提出する必要があるのか？　エンフォースメント開始までの６０日間の猶予期間中に、マニフェスト情報に不備があった場合や、情報を申告しなかった場合、税関は貨物の荷下ろしを許可しないのか？　規則実施の初期段階では、大半の港に海外職員が派遣されていないが、税関はどのように規則を守らせるのか？

回答：規則実施の施行日は２００２年１２月２日である。２００２年１２月２日以降に出航するいかなる船舶についても、キャリアおよび／または電子化されたＮＶＯＣＣ（非船舶運行業者）は、外国の港でその船舶に貨物を積み込む２４時間前に、貨物デクラレーションを提出するよう義務づけられる。２００２年１２月２日以降に新しく航海に出るいかなる船舶も、２４時間ルールを守らなくてはならない。１２月２日の時点で外国の寄港地間を航行中の船舶は、２４時間ルールを守る必要はない。

税関は、２００２年１２月２日に続く６０日間の猶予期間中は、悪意のない違反を見つけても、執行措置をとったり、荷下ろしを拒否したりすることはない。

税関は諸外国政府と調整を図りながら、ハイリスクと見なされる貨物の検査を行っていく。エンフォースメント開始までの６０日間の猶予期間中に、新しいＣＳＩ港（ＣＳＩ参加港）がいくつか開業する予定である。

2.
エンフォースメント開始日について：新規則の執行開始日は２００３年２月２日であるが、この日以降に貨物を積み込む船舶にはエンフォースメントが適用され、この日より前に貨物を積んだがまだ米国に到着していない船舶には適用されないことを確認願いたい。

回答：キャリアおよび／または電子化ＮＶＯＣＣは、２００３年２月２日以降に出航するいかなる船舶に対するエンフォースメントにも従わなくてはならない。その日以降に新しく航海に出るいかなる船舶も、２４時間ルールに完全に従わなくてはならない。２００３年２月１日の時点で外国の寄港地間を航行中の船舶は、２４時間マニフェスト・ルール違反による罰則対象と考えられることはない。
B)２００３年２月２日における関税庁のエンフォースメント戦略はどのようなものか。
回答：２４時間ルールの遵守は国家安全保障上の問題である。我々は、本ルール及び実施期間を真剣に受け止めてくれる企業・機関を賞賛する一方で、そうでない団体に関しては、それがいかなる規模のＮＶＯＣＣ又はキャリアから提出されたものであるかを問わず、不完全なデータ又はデータ提出の遅れはいっさい認められないことを警告したい。そのような企業・機関に対しては、顧客と話し合いを持ち２月２日以降に不遵守がどのような結果をもたらすかを説明するよう推奨する。

我々は、２４時間ルールへの遵守が着実に拡大することを期待している。米国税関に正確なマニフェスト情報を期限までに提出しなかった者を対象としたエンフォースメント（執行）措置の段階的導入の一部として、２００３年２月２日以降、港湾は、キャリアやＮＶＯＣＣに対する「do not load（積み込み不可）」メッセージの発行を開始する。関税庁は、２４時間前申告のなされていない貨物についてはその権限により荷下ろし許可の発行を拒絶するつもりであり、また外国港湾での船積みを拒むことによる完全な協力を２００３年２月２日から即座に提供してくれることをキャリアに対し期待している。

「do not load」メッセージは２４時間ルールに対する明白な違反があったキャリア又はＮＶＯＣＣに対し発行される。エンフォースメント措置は、当面の間、貨物項目にのみ絞った形で実施される。貨物項目への記載が明らかに２４時間ルールに違反している場合（すなわち、無記入の場合、「ＦＡＫ」「ＳＴＣ（その他の記載を一切伴わない場合）」）、「consolidated cargo」「general merchandise」「26 pallets」「various general merchandise」又はその他同様の曖昧な記載がなされている場合）には、港湾はかかる積荷に対しては「do not load」メッセージを発行する。「do not load」メッセージは、電話および／またはファックス、あるいは（キャリアが連絡先として港湾に単一の電子メールアドレスを提出可能な場合には）電子メールで、キャリア又はＮＶＯＣＣの代表者に対し与えられる。また、ＡＭＳへの「do not load」メッセージのプログラミングが終了した後には、ＡＭＳを利用したメッセージの送付が行なわれることになるだろう（プログラミングは２００３年２月２日に終了する予定である）。

港湾から「do not load」メッセージが発行された場合には、当該貨物は当初の予定通りに出航することはできない。キャリアやＮＶＯＣＣは、米国税関から電話および／またはファックスにより船積みの許可を与えられるか、米国税関がＡＭＳから「do not load」メッセージを削除した後にのみ、貨物の船積みを行うこととする。米国税関の事前承認を得ることなく船積みされた貨物に関しては、全米の港湾がその荷下ろし許可の発行を拒否することになる。

２月２日における関税庁の方針は、短期間のうちに完全な遵守がなされることを確保することを目的とした段階的な荷下ろし許可拒否プロセスの第一の段階に過ぎない。

3.
２００２年１２月２日からキャリアに適用される要件：２００２年１２月２日よりキャリアに義務づけられることは何か？

回答：電子化されたキャリアは、航海を始めた最初の適切な船舶から、貨物デクラレーション情報を送信すべきである。キャリアは、送信可能なすべての貨物デクラレーション情報を伝達すべきである。キャリアは今後も発展に取り組み、各船舶が貨物デクラレーションの送信とともに作成するB/L の合計数を増やすべきである。キャリアはできるだけ早く（遅くとも２００３年２月１日までに）２４時間ルールに完全に従うべきである。キャリアは、フル・エンフォースメントまでの６０日間の猶予期間中に、いつごろ完全な送信が可能になるかを税関に知らせなければならない。

4. ２００２年１２月２日からＮＶＯＣＣに適用されている要件

Ａ）２００２年１２月２日よりＮＶＯＣＣに義務づけられることは何か。

回答：電子送信を行うことが可能なＮＶＯＣＣは、「実施日について」に示されたガイドラインに該当する貨物に関しては２００２年１２月２日より米国税関に情報を電子送信するよう義務づけられている。かかるＮＶＯＣＣは、いつでもＡＭＳを通じて貨物デクラレーションを米国税関に送信しなければならず、また、デクラレーションには規則の下で求められるすべての申告項目が含まれていなければならない。

２００３年２月２日以降、いかなるＮＶＯＣＣも、文書による貨物デクラレーションの提出を米国税関に対し行うことは認められない。電子送信ができないＮＶＯＣＣは、貨物デクラレーションを直接に船社（キャリア）に提出し、当該外国港における船積の２４時間前までに関税局に受理されるような形で船社に船舶ＡＭＳプログラムへのインプットをしてもらうこと。

Ｂ）関税局がＮＶＯＣＣ電子化に関する方針を見直し、ＮＶＯＣＣ電子化までの期間を延期することはあるか。
回答：関税庁は、電子化することをＮＶＯＣＣに対し義務付けているのではなく、ＮＶＯＣＣによる電子化の選択を認めているだけである。紙形式による貨物デクラレーションの米国税関への直接提出を認める猶予期間は２００３年２月２日で失効する。この期間が延長されることはない。関税局に対する電子形式での情報の提出に関しては、ＮＶＯＣＣには複数の暫定的なオプションが与えられている。すなわち、ＮＶＯＣＣは、サービス業者、港湾当局、米国税関とのダイレクト・インターフェイス（直接接続）の利用、又はキャリアに紙形式の貨物デクラレーションを提出しＡＭＳにインプットしてもらうか若しくは電子化されていないキャリアの貨物デクラレーションに含めてもらうことができる。ここで留意しておかなければならないのは、米国税関とのダイレクト・インターフェイスが利用可能になるまでにはまだある程度の期間が必要であり、したがって、ダイレクト・インターフェイスが完成するまでの期間、企業側はその他のオプションのいずれかを利用しなければならなくなるだろうということである。

Ｃ）米国税関へのマニフェストデータの電子送信はどのように行うことができるか。

回答：サービスセンター又は港湾当局にデータの送信を依頼することもできるし、あるいは自社と米国税関をつなぐダイレクト・インターフェイスを開発することも可能である。Sea AMSインターフェイスを開発している団体のリストは、以下の関税庁ホームページの「Sea AMS Data Processing Services（海運ＡＭＳデータ処理サービス）」の項目に掲載されている。


http://www.customs.treas.gov/imp-exp2/auto-sys/ams.htm
ダイレクト・インターフェイスを設けることを望む企業は、そのためのモジュールにより求められるすべての記録を作成しなければならない。ＡＭＳは、ANSI　Ｘ12形式（ver.4010）又はＣＡＭＩＲ（Customs Automated Manifest Interface Requirements）形式による伝送を認識する。さらに、ダイレクト・インターフェイスの開発を自ら行うか又はメーカーのソフトウェア・パッケージを購入することを選んだ企業は、４段階のテスト・フェーズに合格しなければならない。

Ｄ）米国税関との直接接続を目指す海外企業はどのような種類の通信オプションを利用することができるか。

回答：海外に所在する企業は、ＭＱフレームリレー（世界的にサービスを提供する付加価値通信網）を利用することもできるし、米国内にあるサービスセンター又は港湾当局を利用することもできる。多くのサービスセンターでは、ユーザーのデータをインターネット経由で受け取り、それを関税局に転送することも可能である。

Ｅ）電子化されたＮＶＯＣＣにも、電子化されたキャリアと同じシステム能力が与えられるのか。
回答：電子化されたＮＶＯＣＣにも電子化されたキャリアと同じＡＭＳ機能が与えられている。すなわち、自動着船通知機能、転送許可（ＰＴＴ）自動要請機能、第二着荷通知先指定機能及びペーパーレス・マスター・イン・ボンド・プログラム（ＡＭＳ／ＭＩＢ）への参加である。

Ｅ
）ペーパーレス・マスター・イン・ボンド・プログラム（ＡＭＳ／ＭＩＢ）に参加するためにはどうすればいいか。
回答：ペーパーレス・マスター・イン･ボンド・プログラムに参加するためには、キャリア又はＮＶＯＣＣは「Custom Type 2 – Custodian Bond」を取得しなければならない。その後、キャリア又はＮＶＯＣＣは、自社のレターヘッドに同プログラムに参加したい旨および自社に与えられたＩＲＳ番号（IRS#）と自らが送信したいと考える保税エントリーの種類を記入した書面を作成しなければならない。キャリア及びＮＶＯＣＣは、Immediate Transportation（保税運送、ITエントリー、タイプ61）、Transportation and Exportation（保税運送後輸出、IEエントリー、タイプ62）若しくはImmediate Exportation（直輸出、T&E、タイプ63）又はそのすべてを保税エントリーのタイプとして選択することができる。同書面は、自分の会社を担当する担当官（client representative）に提出され、その処理を受けなければならない。ＩＲＳ番号はＡＣＳに存在するボンド表（bond table）と照合され、有効であることが確認された場合には、そのキャリア又はＮＶＯＣＣに「Ｖ番号（V#）」が与えられる。その後、キャリア又はＮＶＯＣＣは、「Ｖ番号」を利用して管理番号を作成する（それにより保税下の貨物の動きがＡＭＳにより追跡されることになる）。上記の処理が終了した後、保税下の動きをペーパーレス管理するキャリア又はＮＶＯＣＣは、同システム下における貨物の着荷及び移動に責任を有することになる。

5.　ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港（ＣＳＩ不参加港）での実施について：本規則の適用がＣＳＩ港と非ＣＳＩ港ではどのように異なるのか？　非ＣＳＩ港からの貨物へのホールドはいかに行われるのか？　税関は、ＡＭＳ経由の電子メッセージ以外に、どんな方法で積出港に貨物をホールドまたは検査すべきことを知らせるのか？

回答：船舶ＡＭＳ参加者に対しては、ＣＳＩ港でも非ＣＳＩ港でも２４時間ルールの実施要件は同じである。電子化されていないキャリアがＣＳＩ港にいる場合は、それらの港の指定場所において米国税関職員にマニフェスト文書を提示する。

電子化されていないキャリアが非ＣＳＩ港にいる場合は、外国港で船積みする２４時間前に、貨物を荷下ろしする米国内の各港に文書の貨物デクラレーションを提示しなくてはならない。ＦＡＸやＡＭＳ以外の電子メッセージを、税関に直接送ることは許されない。電子化されていない船舶キャリアは、船舶代理店（Vessel Agent）や、サービスプロバイダー、各地の港湾管理者（Local Port Authority）、米国のビジネス・パートナーの電子サービス支援を受けてよい。貨物デクラレーション情報を受け取った米国内企業は、税関に直接それを届けることになる。電子化されていない船舶キャリアが、米国の税関に文書の貨物デクラレーションを直接提出することを選んだ場合、その業者は外国港で船積みする２４時間前に、米国内の寄港地ごとに、それぞれ完全な貨物デクラレーション情報を税関事務所に提出してチェックを受けることを、確実に行う責任がある。

電子化されていないキャリアがマニフェスト文書を提出する場合、税関に貨物デクラレーションを提示するよう指定された企業が、税関からの貨物のホールド通知も受け取ることになる。ホールド通知は、電子化されていないＮＶＯＣＣから、船舶キャリアにも伝えられなければならない。

6.　２００２年通商法について：税関は２００２年通商法に基づいて新しい規則を作ることを考えているか？　もしそうならば、税関はその過程において現行規則に修正を加える考えがあるか？　また税関は、ＡＣＥ（Automated Commercial Environment）がオンライン化して情報収集の代替手段ができたときも規則を修正するつもりか？　どのような移行措置を税関は考えているのか？

回答：税関は、２００２年通商法に基づいて２４時間ルールの要件を制限するような新規則を作ることは想定していない。

ＡＣＥの様々な機能が開発され、データや情報の収集能力が高まれば、税関は規則を見直すことになるだろう。

移行に関する質問は、税関およびＡＣＥ開発に取り組む業界のパートナーが、この問題に関係するＡＣＥ内部の具体的要素を発見した時点で取り上げられよう。

7.　秘密保持：
Ａ）ビジネス上の秘密を守るには、税関が情報公開を遅らせるしかないように思われる。しかしいかにして情報がライバル企業や犯罪者の手に渡るのを防げるのか？

回答：情報を税関に直接提供してもらうことで、顧客情報をライバル企業から安全に守りたいＮＶＯＣＣの懸念に対処している。また税関は、電子化の取り組みを進めている電子化されていないＮＶＯＣＣが、貨物の積込み24時間前に、ＣＳＩ港の場合はCSI港に駐在する米国税関検査官に、非ＣＳＩ港の場合は米国内の寄港地の税関に、文書の貨物デクラレーションを提示する機会を引き続き与えている。さらに税関は、輸入者または荷受人に代わって２年毎の証明書を提出できる当事者リストを拡張するときには、別途「プロポーズド・ルールの通知」を発表するだろう。改めて通知が必要なのは、この問題に関してこれまで寄せられた意見が、２００２年８月８日付の最初の｢プロポーズド・ルールの通知｣の範囲を超えているためだ。

税関は、マニフェスト・データの開示に関する法（19 USC 1431(c)）により規制されている。この制定法に変更を加えるときは議会で立法化しなくてはならない。

Ｂ）船舶マニフェストに含まれた荷主情報を19 U.S.C. 1431(c)に基づく公表から保護するためにはどうすればよいか。

回答：公法９８－５７３号の制定（１９８４年１０月３０日）以来、法により認められた者は、米国税関に対し、荷主の身元に係わる情報を公表の対象から除外するよう求めることが可能になった。同法は、商品の輸入者及び荷受人が特定の限られた情報を公表の対象外とする要請を行うための２年間有効な証明書を関税局に提出することを認めるものであるｃ号を追加することを通じてマニフェストに関する規定（19 U.S.C. 1431）を修正するものである。

同法自体は、そこに述べられた者（商品の輸入者及び荷受人）に対し、自らの氏名（名称）及び住所並びに自らへと出荷される商品の荷主の氏名（名称）及び住所の秘密保持を要請することを認めるものでしかないが、施行規則（19 CFR 103.01）は、正当な権限を有する従業員、代理人又は役職員は法が定める者に代わり秘密保持証明書を関税局に提出できることを定めている。

秘密保持証明書の作成に係わる書式は特に決められていない。しかし、秘密保持証明書には、ＩＲＳ雇用者番号（該当する場合）が記載されていなければならない。秘密保持証明書は以下に提出されなければならない。Disclosure Law Officer, Headquarters, U.S. Customs Service, 1300 Pennsylvania Avenue, NW., ATTN: Mint Annex, Washington, D.C. 20229
Ｃ）輸入者又は荷受人がセクション１４３１に基づく秘密扱いを申請するにはどうすればよいか。
回答：連邦行政命令集１９編１０３１．３１条３項ｄ号（19 CFR 103.31(3)(d)）は、輸入者又は荷受人は、輸入マニフェストに含まれた自らの氏名（名称）及び住所並びに識別記号と識別番号を秘密扱いするよう要請することができると述べている。さらに、輸入者又は荷受人は、以下の手続を行うことにより、自らが受け取る貨物の荷主の氏名（名称）及び住所を秘密扱いするよう要請することもできる。

まず、輸入者若しくは荷受人（又は正当な権限を有するそれらの従業員、代理人若しくは役職員）は、当該輸入者又は荷受人の氏名（名称）及び住所の秘密扱いを求める証明書を提出しなければならない。当該輸入者又は荷受人の氏名（名称）及び住所には、その者の氏名（名称）及び住所を明らかにする識別記号及び識別番号も含まれる。輸入者又は荷受人は自らに対し貨物を積み出すすべての荷主についても同様の秘密扱いを求める証明書を提出することができる。

証明書がしたがわなければならない書式は特に決められていない。しかし、該当する場合には、証明書に内国歳入庁雇用者番号（該当する場合）が記載されていなければならない。その氏名（名称）又は住所の開示が行われた場合には当該輸入者又は荷受人の競争力に実質的な損害を与えるだろうとの結論を裏付けるのに十分な事実を提出すべきことは求められていない。

証明書は以下に提出されなければならない。

　　　Disclosure Law Officer
　　　Headquarters
　　　U.S. Customs Service
　　　1300 Pennsylvania Avenue, NW.
　　　Washington, D.C. 20229
最初の証明書は、それが提出された日から２年間有効とされる。秘密扱いの更新を行うためには、その時点で有効な証明書が失効する６０日前までに開示担当法務官（Disclosure Law Officer）に更新証明書を提出しなければならない。証明書の有効期間中、報道機関は証明書により証明された情報も写すことができるが、しかしそれを発表することはできない。米国税関は、輸入者又は荷受人に対し、秘密保持証明書を受領したことの通知を発行する。

秘密扱いが公表の対象から確実に除外されるようにするためには、輸入者又は荷受人は、Ｂ／Ｌや注文書、マニフェストなどの船積書類で使用されうる自ら及び荷主の氏名（名称）のすべてのバリエーションが米国税関により確実に認識されるようにすべき必要がある。米国税関のコンピュータは秘密保持の要請に含まれた正確なスペルのみを検索するため、秘密保持の要請に述べられていない会社名や団体名のバリエーションは公表の対象から除外されないことになる。

D）セクション１４３１に基づく秘密保持の要請を処理するのにどれぐらいの時間が必要か。

要請を受理してから、それを処理しシステムに入力するのに必要な日数は、現在のところ、１～５日となっている。必要な情報がシステムに入力された時点から要請された内容の秘密扱いは有効になり、その旨は要請の申請者にも通知される。関税局は、秘密保持の要請の処理を毎日の業務として扱っている。米国税関は、迅速な処理が行われることを確保する目的で、今後も秘密保持の要請の処理にかかるサイクルタイムを注意深くモニターしていくつもりである。

8.　非ＡＭＳキャリアについて：電子マニフェスト申告システム（ＡＭＳ）に現在アクセスできない業者には、規則上どのような便宜を図るのか？

回答：電子化されていないキャリアは、外国港で船積みする２４時間前に、文書の貨物デクラレーションを提出することが義務づけられる。2003年２月２日時点で電子化されていないＮＶＯＣＣは、外国港で船積みする２４時間前に、ＡＭＳにインプットするため、キャリアに貨物デクラレーションを提出しなければならない。

9. Ｃ－ＴＰＡＴについて：
Ａ）本規則の下でＣ－ＴＰＡＴ（Customs-Trade Partnership Against Terrorism）に参加するメリットは何か？

回答：税関は、Ｃ－ＴＰＡＴに参加する企業が、セキュリティ対策の標準的手順の一環として、本規則の下で必要となる情報を提供してくれることを期待する。正確でタイムリーな貨物デクラレーションを作成することは、Ｃ－ＴＰＡＴ参加のベネフィットである迅速な貨物のリリースのためにも不可欠である。Ｃ－ＴＰＡＴ参加者が事前申告の要件を免除されることはないが、プログラムへの参加はセキュリティ対策の過程で考慮されるだろう。

Ｂ）キャリアあるいはＮＶＯＣＣによるＣ－ＴＰＡＴ参加は、罰則及び精算損害の算定に際して酌量要素となる？
回答：キャリアあるいは電子化されたＮＶＯＣＣによるＣ－ＴＰＡＴ参加は、２４時間ルール違反に対する罰則の算定に際して酌量要素となるか

10. ＣＯＡＣ
について：本規則および２００２年通商法で示されている協議プロセスは、ＣＯＡＣ会員および非ＣＯＡＣ会員にどのように関わるか？　

回答：このファイナル・ルールは、２００２年通商法とはまったく別個のものである。税関は、｢業界と協議する｣ための要件をどう達成するかを業界に通知する予定である。ＣＯＡＣがファイナル・ルールの実施に関するコンサルタントの役割を果たす小委員会を結成するように、税関が要請していくことが、このファイナル・ルールにはっきり示されている。

11. カナダ／メキシコ向け貨物について：外国港からカナダまたはメキシコに出荷され、さらにトラックまたは鉄道で国境を越えて米国の最終目的地まで運ばれる貨物に、ファイナル・ルールが適用されるかどうかを明確にしてもらいたい。規則を巧みに逃れるために、海上運送からトラックまたは鉄道運送へと貨物が迂回輸送されるのでは、という懸念に税関はどう対処するのか？

回答：このファイナル・ルールは、カナダまたはメキシコに出荷され、トラックまたは鉄道で米国に運び込まれる貨物には適用されない。税関はカナダの港湾に職員を駐在させており、カナダ当局との協力体制も目覚しい効果を上げている。いずれかの税関当局が、貨物の詳しい検査を避けるための迂回ルートだという疑いを抱けば、その貨物はおそらくハイリスク貨物の扱いを受けることになるだろう。米国を仕向け地としてカナダまたはメキシコを出航する船舶には、２４時間ルールがもちろん適用される。

12. コンテナの埠頭到着について：船積みの数日前にはコンテナをキャリアに届けなければならなくなるという業界の懸念に対し、税関は、コンテナそのものではなく、貨物の情報を今までより早く届けてもらいたいのだと発言した。税関は、キャリアが実際にコンテナを受け取る前に、コンテナについての情報をマニフェストに記入せよと命令するのか？

回答：税関は、キャリアがコンテナを受け取る前に、貨物デクラレーション情報を税関に提出せよと命令しているのではない。それはキャリアが決めるべきビジネス判断である。これまでに寄せられた多くの意見によると、キャリアが税関に貨物デクラレーションを送るためには、コンテナが外国港（埠頭）に物理的に存在する必要があるという。税関が、税関の目的に照らして明言してきたのは、キャリアが税関に貨物デクラレーションを送るために、コンテナが埠頭に物理的に存在する必要はないということだ。

13. 責任について：米国内または外国港のいずれかで税関がコンテナを検査し、内容物に関するマニフェストの記述が誤っていると判断された場合、キャリアは罰金または損害賠償額を支払う責任があるのか？　誤解を招くような船荷証券の記述から自分の身を守るためにキャリアはどうすべきか、税関にアドバイスを願いたい。

回答：イエス。上記の状況では、キャリアは罰金を支払わねばならない可能性があり、ＮＶＯＣＣは損害賠償額を支払わねばならない可能性がある。正確な情報が得られるように、キャリアは荷主ときちんとしたビジネス関係を確立しておくべきである。

14. ボンドについて：
Ａ）ＮＶＯＣＣの債務を軽減するガイドラインはどのようなものか？　情報を提供しない場合、情報を提供するがタイムリーでない場合、情報を提供したものの税関が大まか過ぎると判断する場合に、どのような罰金が提示され、どのような軽減措置が可能なのか？　また情報が誤っている場合、どのような損害賠償額を求められる可能性があるか？　その情報が、荷主から得た情報（商品説明および／またはＨＴＳ番号、数量など）に基づく場合、キャリアとＮＶＯＣＣのいずれが責任を負うか？　キャリアは、コンテナ内の商品が記述と異なることや、他にも何か誤った情報があるかもしれないことにまったく気づかなかったと想定すると、誰に責任があるのか？　保証会社は、新規則の執行開始日以降に発行されたボンドについての、新規定に基づく支払請求に対してのみ責任を負う、と仮定されている。この仮定は正しいのか？　正しいとすれば、不必要な支払請求を避けるために、現場で適切な通知を受け取ることができるのか？

回答：税関では目下、罰金および損害賠償請求の査定に関する方針を策定中である。その査定方針が承認された後に、軽減ガイドラインを定めることになるだろう。ファイナル・ルールによると、法律の他の規定に基づいて適用される罰金に加え、キャリアは19 USC 1436の規定に基づく民事上の罰金を支払わねばならない場合があり、ＮＶＯＣＣは19 CFR 113.64(c)に基づく損害賠償額を支払わねばならない場合がある。

税関に貨物デクラレーション情報を提供する当事者は、その情報が正しいことを確かめる責任がある。税関は、最初のうちはキャリアに説明をして法律遵守を求めるが、違反が繰り返されれば、罰金または損害賠償請求の査定を行うことになるだろう。

保証引受人が執行開始日以降に発行されたボンドについてのみ責任を負うという仮定は正しくない。

現行のボンドは罰金の支払いを保証しており、これらの有効なボンドに対して支払請求が行われる。

B）国際キャリアボンドを取得する義務があるのは誰か？

回答：直接であれ、サービスプロバイダーあるいは港湾管理局の利用を通じてであれ、貨物デクラレーションを税関に電子送信しているＮＶＯＣＣは、国際キャリアボンドを取得しなければならない。この電子送信には、サービスプロバイダーや港湾管理者と契約して税関に直接伝達する場合も含まれる。米国税関でひとたびボンドが記録されれば、すべての通関港で通用する。

Ｃ）ボンドの金額はどのように決定されるのか。

回答：ＡＭＳの参加者は、ＮＶＯＣＣを含めて、「Type 3 Customs International Carriers Bond（タイプ３・税関国際キャリアボンド）」を取得しなければならない。関税庁は、現場の担当官に向けて同ボンドのためのガイドラインを発行している。それによると、ボンドの最低額は５万ドルとされているが、実際にはより高い金額ともなりうる。実際のボンド額は、リスクの程度に基づき、ボンドの提出を受ける港湾の責任者が決定する。港湾責任者が最低基準にしたがわずにボンド額の設定を行ったと考えるとき又はボンド額が不当だと考えるときには、キャリア又はＮＶＯＣＣは、貿易苦情促進室（Office of Trade Compliance and Facilitation、 (202) 927-0300、ボンド・プログラム責任者Donald Yando）に連絡をすること。

15. 公表リスト：
Ａ）ＡＭＳによるマニフェスト申告を承認され、国際キャリアボンドを取得したＮＶＯＣＣのリストを、税関は公表するつもりか？

回答：税関は現在、ＡＭＳキャリアのリストを一般に公表していないが、内部でリストを保管している。税関がＡＭＳ加盟者リストを発表した前例はない。しかし業界からの要請があれば、一般市民に配布する方法を検討することもできる。ＮＶＯＣＣは、国際キャリアボンドを取得することなく、ＡＭＳで送信することを許可されない。

Ｂ）船舶キャリアがＮＶＯＣＣの電子マニフェスト提出業務を代行するのが困難な場合があるかもしれないので、関税庁では、同業務の代行サービスを提供している第三者事業者のリストは公表しているか。

回答：第三者事業者のリストは、関税局のホームページ中の「Sea AMS Data Processing Services（海運ＡＭＳデータ処理サービス）」と題されたページで入手可能。ＵＲＬは以下の通り。


http://www.customs.treas.gov/imp-exp2/auto-sys/ams.htm
本文書には以下の２つが添付されている。すなわち、まず、キャリア又はＮＶＯＣＣに米国税関との接続サービスを提供することが可能なサービスセンター、港湾当局及びソフトウェア・ベンダーのリスト。次に、関係者が必ず提出しなければならない「Sea AMS Respondent Checklist（海運ＡＭＳレスポンデント・チェックリスト）」である。この1頁の文書への記入を済ませたら、(703) 921-7563にファックスすること。これにより、その会社の担当者が決定される。

16. 積換え貨物に対するより早期のセキュリティ・スクリーニングについて：積換え予定のあるコンテナが、航海の最初の行程に出発する前に、税関によるセキュリティの事前スクリーニングを受けられないかと、海上輸送業者の一部が関心を寄せている。例えば、キャリアがカラチからロサンゼルスまでコンテナを輸送する契約があるとする。航海の最初の行程では、船舶Ａでカラチからシンガポールまで運ぶ。次にシンガポールで船舶Ｂに積み込んでロサンゼルスまで航行する。本規則に従うと、セキュリティ・スクリーニングはシンガポールで船舶Ｂに積み込む前に行われる。もしコンテナに問題があれば、シンガポールに着いてから足止めされるのだ。では、最初の積出港でセキュリティ・スクリーニングを受けられるような選択肢を、キャリアに与える方法はないのか？　そうすれば何か問題があったとき、問題に対処してから航海を始めることができるのだが。

回答：税関はいずれそうした情報を受け取りたいと考えるが、現在のＡＭＳシステムには限界があり、その種の処理は可能ではない。ＡＣＥの発展につれてその種の電子情報が受け取れるようになるものと期待している。

16
.「ホールド」貨物の通関手続き：
Ａ）非ＣＳＩ港で検査が必要となるコンテナを職員が見つけたとき、検査を行い、続いてコンテナを船舶に積み込む許可を得るために、どのような手続きをとるのか？

回答：ホールド扱いとなった貨物の通関手続きをどうするかについて、税関では各ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港の外国税関当局と調整を図っていく。ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港では外国政府が検査を行うことになる。外国政府から貨物の通関手続きが済んだとの通知があればすぐに、税関はＡＭＳ上のホールドを解除する。電子化されていないキャリアの場合は、税関に貨物デクラレーションを提出した企業に通知される。

ホールド扱いとなった貨物の通関手続きをどうするかについて、税関では各ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港の外国税関当局と調整を図っていく。

Ｂ）税関は、ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港でホールド扱いとなった貨物の通関手続きをどうするのか？

回答：ホールド扱いとなった貨物の通関手続きをどうするかについて、税関では各ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港の外国税関当局と調整を図っていく。ＣＳＩ港および非ＣＳＩ港では外国政府が検査を行うことになる。外国政府から貨物の通関手続きが済んだとの通知があるとすぐに、税関はＡＭＳ上のホールドを解除する。電子化されていないキャリアの場合は、税関に貨物デクラレーションを提出した企業に通知される。

18. 外国港への進路変更について：
Ａ）外国港から米国に向けて航海する予定で貨物の通関手続きをしたが、船舶キャリアが進路を変えて、バハマのフリーポートで貨物を降ろし、別の船舶に積み込んでから米国に入港した場合、船舶キャリアはこの貨物に関してもう一度マニフェストの２４時間事前申告を行う必要があるか？

回答：この貨物はもう一度、２４時間ルールに従わなくてはならない。

Ｂ）キャリアがカナダの最初の寄港地に止まった後、カナダを目的地とする貨物（２４時間事前申告の義務のなかったもの）を積んだまま、直接米国に来るとしたら、どうなるか？（例えば、北大西洋で嵐が発生したため、カナダのハリファックス港を迂回する運航上の決定があった場合など）

回答：キャリアは、外国寄港地に行かないことがわかった時点ですぐに、最初の到着地となる港の米国税関に通知しなければならない。次にキャリアは、立ち寄らなかった外国港を明記して訂正したマニフェストを送信すべきである。米国の港に到着すると、税関による書類のチェックを受けるまで、貨物デクラレーションはホールド扱いとなり、必要な検査が行われ、適切な罰金が課されることもある。船舶にこのような事態がたびたび発生していると米国税関が判断すれば、最終的に荷下ろし許可が出ない場合もある。さらに米国税関は、マニフェストの提出されていない貨物を積んだ船舶が到着予定であることを、沿岸警備隊に通報する。

Ｃ）船積みの後で荷主が貨物の目的地を変更する場合、マニフェストの修正が必要になるだろう。これはどう処理すればよいか？

回答：修正は現行手続きに基づいて行う。これに関するプロポーズド・ルールの通知はまだ発表されていない。しかし、当初の情報に何らかの変更を加えると、税関の貨物リスク査定に影響を与えるため、検査対象となる場合があることを承知していただきたい。

19. ＦＲＯＢについて：
Ａ）船舶が出航した後で、荷主が貨物の目的地をＦＲＯＢから米国の港に変更する場合、マニフェストの訂正という形で処理できるか？

回答：イエス。マニフェストの訂正は、マニフェスト・ディスクレ情報として処理される。貨物はＦＲＯＢであるため２４時間要件に該当するので、マニフェスト情報は船積みの２４時間前にすでに受理されている。しかし情報の変更であるため、貨物のスクリーニングや検査を受けることがある。

Ｂ）ＦＲＯＢについてどのようなデータエレメントが求められるのか？

回答：ＦＲＯＢ貨物とは外国港で積込まれ、一またはそれ以上米国港に寄港した後、他の外国港で積み下ろしされることになっている貨物である。本規則で求められるデータエレメントの全てがＦＲＯＢ貨物に関して提出されなければならない。ＦＲＯＢ貨物について、実際の荷主、荷受人および通知主体（Notify Party）は米国内住所に関わりを持っていないかもしれないというのが米国税関の認識である。したがって米国税関では、かかるデータエレメントに関して米国の住所を求めない。
20. 船内での紙フォームのマニフェスト：税関のＡＭＳ事前貨物マニフェスト申告に参加しているどのキャリアが、（請求があれば提供できるというのではなく、）船舶内で紙のマニフェスト一部を所持していなければならないのかをはっきりしていただきたい。

回答：これは、現在検討されているペーパーレスマニフェストテストをはじめとする多くの税関規則・政策に触れる問題である。しかし、ビジネス上の利害が関わっていることを認識して、米国税関は、キャリアまたはＮＶＯＣＣが問題なく電子化されているならば、正式な入港に際して適用される紙の貨物デクラレーション（ＣＦ 1302）ルールを執行しないよう決定した。しかしながら、税関が求めた場合には提出されなければならない。加えて、船舶マニフェストを構成する元の書類は船舶の入港時の提出のために入手可能となっていなければならない。税関は、オペレーションに有害な影響を与えないよう定期的に本政策を評価することにしている。
21. 沿岸警備隊の規則作成：ファイナル・ルールは、｢貨物申告情報の船積み24時間前の提出を義務付けることによって、税関は、船社が米国到着時に追加的な貨物申告を提出する義務を廃止する｣と明記している。沿岸警備隊はそれより前に、貨物マニフェストを船舶到着の９６時間前に税関に提出することを義務付ける規則案を有している。税関がファイナル・ルールを決定した以上、沿岸警備隊の規則はそれらに取って代わられた。税関は沿岸警備隊に対して、その９６時間前ルール案はＡＭＳを通じて申告を行い、新しい税関事前マニフェスト申告義務にしたがうどのキャリアにも適用されるべきではないことを通知してほしい。

回答：税関は、キャリアに対して、電子マニフェスト１通のみ提出を義務付け、沿岸警備隊と協力してこの伝達を調整する。紙マニフェストの提示は両方の機関でできるようでなければならない。

22. ＡＭＳ／バッチ申告：
Ａ）現在、マニフェストごとに１つのCF1302申告を行う。ＡＭＳでは同一の船舶についての複数のCF1302申告をどのように取り扱うのか説明して欲しい。

回答：現在のＡＭＳシステムも、船舶数及び航海数が同じ場合、各港湾からの修正申告として複数の貨物申告を取り扱っている。船舶数または航海数が変わる場合は、貨物申告は削除して、新しい船舶数及び航海数にしたがって書き換えられなければならない。

Ｂ)コメントでは、「船舶ＡＭＳプログラムは個々のB/Lの発信には対応しておらず、こうした発信は一括で送られなければならない」と述べている。これらの規則に基づく事前申告義務に関して、一括申告はひとつの積地で積載されるすべてのコンテナを一括して一回で申告しなければならないのか、それともキャリアはひとつの積地について2回以上申告できるのか。（例：一束を船積みの48時間前に、もう一束を船積み２４時間前に申告する）

回答：上の例は適切である。キャリアは同一の船舶及び航海に関して同一の港湾について2回以上申告できる。

23. 生鮮品：
Ａ）２４時間ルールでは、どんなものが「生鮮品」と考えられるのか。

回答：本規則では、「生鮮品」という言葉は、人が消費するために作られた有機物で、冷凍されておらず、変質の恐れがあり、輸送中温度管理が必要な商品、と定義され、たとえば果実、野菜、肉および魚などの品が当てはまる。

Ｂ）多くの生鮮品（バナナ、パイナップルなど）は、船積み前２４時間以内に収穫、積載されている。２４時間前の段階では情報（最終的なシール数、正確な数量、コンテナ数など）は予備的なものでしかない。これはどう取り扱うべきか。

回答：データ要素の多くは分かっているはずであり、分からないデータ要素は正確な重量と個数だと思われる。重量および個数の問題に対処するため、税関は、生鮮品の場合、キャリア／ＮＶＯＣＣは船積みの２４時間前に個数および重量についての誠実な見積を税関に提出しなければならない、と結論した。税関は、プラスマイナス３%までの誤差を認める。その誠実な見積がこの範囲内であれば、税関はマニフェストの修正を求めない。それ以外の事柄については、税関は、特定の船荷証券に使われる特定のコンテナおよびシールを指定し、船積み２４時間前に情報を提出するように、業界がその商慣行を改めることができるはずだと考えている。

Ｃ）税関は、すべての生鮮品をブレークバルクとして分類する、オーバーブッキングを認める、あるいは事前提出時間を短縮するために、本規則を改正することを考えているか。

回答：生鮮品業界の多くは、コンテナを使って操業している。したがって、生鮮品業界全体についてブレークバルク免除を認めることは不可能であるが、コンテナで輸送されず、かつ他の点でブレークバルクの定義を満たす生鮮品については、免除を求めることができる。オーバーブッキングについては、これは税関が長年にわたり全力を挙げて排除に努めてきた慣行であり、オーバーブッキングをしている貨物の適正な書類を維持することは、業界と税関の双方にとってきわめて困難だと思われる。したがって、税関は、生鮮品についてこの慣行を認めることはしない。税関は、上で述べたように、生鮮品ということによる懸念に対処する他のメカニズムが存在するので、２４時間前報告義務を軽減することには反対である。

24. 設備の変更：CF1302が申告された後に保冷コンテナの冷蔵システムが故障した場合、キャリアは生鮮品を新しい保冷コンテナに積み直し、新しいシールを貼ってそのコンテナを船舶に積載し、マニフェスト情報を訂正することができるのか。

回答：税関は、故障による設備の変更を認めている。キャリアはマニフェストが実際と異なるという報告を提出してコンテナ、シールのナンバーを訂正する。税関がキャリアから通知を受けた時点で、ケースバイケースで正確な手続きを決定する。

25. ＡＭＳマニフェスト受領確認：
Ａ）税関では現在、キャリアがマニフェストを提出した後、マニフェスト・データの受領、受領したB/L数及び不受理のB/L数を確認する受領メッセージを返している。船社は２４時間ルールに基づいて提出されたマニフェスト情報についても、この同じメッセージを受け取ると思っていいのか。

回答：その通り。手続きは変わらない。キャリアは同じメッセージを受け取ることになる。

Ｂ）ＮＶＯＣＣ（非船舶運行業者）貨物に関するマニフェスト受領メッセージはどうなるのか、また、ＮＶＯＣＣの申告に関してその船社はどんな情報を受け取るのか。

回答：現在自動スロットチャーターに関して船社が受け取る情報は、船舶運行業者が受け取る情報と同じである。前項の回答を参照されたい。

26. マニフェストが実際と異なる場合：
Ａ）税関は、マニフェストが実際と異なるという報告（マニフェスト・ディスクレパンシー・レポート）に関しては、いつ新しいルールが提案されるか予定しているか。

回答：税関においてマニフェスト・ディスクレパンシー・レポートに関する提案内容をなお吟味しているところである。
Ｂ）今後それまでの間、こうした問題にどのように対処すべきかについて税関が船社に提供する非公式のガイドラインがあるのか。

回答：現在の手続きが適用される。それは19 CFR 4.12（連邦規則集19の4.12）に書かれている。

27. 税関の業務：
Ａ）税関は、すべてのマニフェストを処理し必要なホールド指示を出すために、一日２４時間週7日職員を配置するのか。

回答：税関は、キャリアが紙の貨物申告を提出すべき場所をＣＳＩ参加港及び米国税関のある港湾の中に指定している。その指定された場所は、各港湾によって決定された方法で警備されている。貨物申告の提示から２４時間のうちにホールド指示を受けなかったキャリアおよびＮＶＯＣＣは、貨物を船積みすることが許される。

Ｂ）ＡＭＳがダウンしている間、２４時間ルールはどのように行われるのか。

回答：税関は、システムのメンテナンスとアップデートのために、計画的なダウンタイムをとることが義務付けられている。こうしたダウンタイムは通常、1回が２－３時間であり、定期的に行われるかまたは充分余裕をもって事前に通知される。上記の定義を満す定期的なダウンタイムへの対応として、キャリア／ＮＶＯＣＣは、税関が船積み前に２４時間を完全に確保できるように、充分な余裕をもって事前に提出すべきである。定期的なダウンタイムは以下の通りである。

土曜日５：００－７：００（東部標準時）

土曜日２３：００－日曜日３：００（東部標準時）
日曜日２２：００－月曜日２：００（東部標準時）

水曜日５：００－７：００（東部標準時）
ＡＭＳの不定期又は予期しないダウンタイムは稀であり、かつ一般に時間は短い。しかし、税関のシステムが予期せずダウンした場合、税関はシステムがダウンしていた時間だけキャリアに「猶予」を与える。すなわち、２４時間を数え始める時刻をＡＭＳのダウンタイムによって遅らせることをしないということである。キャリア／ＮＶＯＣＣは、２時間たってもキャリア／ＮＶＯＣＣにメッセージが送られてこない場合は、システムがダウンしていることを税関に確認する必要がある。その間キャリアは、自らのシステムが正常に稼動するように、不具合を修理すべきである。２時間たったら、キャリアは税関のヘルプデスクに連絡すべきである。

適切な確認方法は、２４時間営業年中無休の税関ヘルプデスク（７０３）９２１－６０００に連絡することである。税関ヘルプデスクは、キャリアのために、システムが送信時にダウンしていたことを確認し、キャリア／ＮＶＯＣＣが電話した時刻を記録し、ＡＭＳが回復する予想時刻がわかる場合は告げる。猶予される時間は送信時刻に基づく。たとえば、「キャリアが２００３年３月１日の午前８時に税関に送信したはずなのに、キャリアが税関からの受信メッセージを受け取らなかった場合、キャリアは送信時刻にシステムがダウンしていたことを確認する必要があり、また税関ヘルプデスクはその電話を記録する。システムが同日午前１１時に回復した場合、キャリアは８時に送信したと認定され、翌日２００３年３月２日の午前８時に船積みすることが認められる。」

稀にキャリア／ＮＶＯＣＣがＡＭＳに再送信する必要があるが、その際は、ＡＭＳが回復すれば受信されるように、最初の送信が保管され処理される。システムが長時間ダウンするという稀なケースで船積み前２４時間が過ぎてしまった場合、キャリアは当該コンテナを船積みできる。税関は、ＡＭＳシステムが回復したらすぐにターゲッティングを行い、「ホールド」に係わるあらゆる措置は米国で行われる。セキュリティ対策の結果、非常にリスクの高いコンテナがダウンタイム中に船積みされてしまったことがわかった場合、税関はそのコンテナの第一寄港地での船下ろしを阻むことができ、またリスクが極めて高い場合には、米国到着に先立ってそのコンテナを船から降ろすことを求めることができる。後者は非常に稀な状況であると思われる。しかし、業者はその可能性について認識すべきである。船舶が米国での最初の荷下ろし港湾に到着してもなおシステムがダウンしたままという非常に稀なケースの場合、到着時にペーパーマニフェストが必要になる。

28. 船舶共有キャリア：船積み前の「ホールド」通知が、税関によって、それが船舶運行業者か否かに拘らず申告した船社に伝えられることはかなり明瞭だと思われる。船社は、こうしたホールド通知が船積み前に迅速に伝えられ、それぞれの責務と負担が明確になるように、相互に良好なコミュニケーションシステムを構築する必要がある。

こうした合意が船舶を共有する船社間に有効である可能性がある一方で、このモデルは、ホールドに関する船社とＮＶＯＣＣの間のコミュニケーションには不十分であると思われる。

回答：てＡＭＳを通じて税関に貨物デクラレーションを申告したＮＶＯＣＣ／キャリアに対して、税関は電話によって、外国港での積込みを拒否された貨物、ならびにＮＶＯＣＣ／キャリアは当該貨物が確かに船舶に積込まれないようにする責任があることを通知する。

29. 申告項目№６―港湾：第(vi)項では、申告キャリアに「そのキャリアが米国向貨物を最初に受け取る外国港湾」を記述することを義務付けている。｢外国港湾｣は｢港湾｣を意味するのか、それともその申告キャリアが貨物を受け取る場所を意味するのか。たとえばキャリアが、ベルリンからシカゴにコンテナを一貫輸送契約に基づいて輸送するとする。キャリアはコンテナをベルリンで受け取り、それをハンブルクまでトラック輸送する。キャリアはそれをハンブルクで船積みし、サザンプトンを経てニューヨークまで海上輸送する。この場合、第(vi)項はベルリン（そのキャリアが貨物を受け取る場所）か、それともハンブルク（最初の外国港湾）か。

この場合、第(i)項の「船舶が米国に向けて出発する最後の外国港湾」はサザンプトンで、第(xi)項の「貨物が船積みされた外国港湾」はハンブルクであると推定される。

回答：この例及び推定は適切である。データ要素(i) 「船舶が米国に向けて出発する最後の外国港湾」（新データ要素）はサザンプトンで、(vi) 「そのキャリアが米国に向けた貨物を最初に受け取る外国港湾」はベルリン、そして(xi) 「貨物が船積みされた外国港湾」はハンブルクである。

30. 申告項目№７―貨物の説明：第(vii)項では、｢貨物の正確な説明および重量、または密閉コンテナについては、荷主の申告した貨物の説明および重量｣が求められる。

A) 「密閉コンテナについての、荷主の申告した貨物の説明および重量｣をキャリアは信頼できるという条件で、キャリアこの規則を全面的に支持していた。税関には、荷主がコンテナに積載した貨物の誤記についてキャリアを処罰する意図がないことを確認してほしい。

回答：税関に貨物申告情報を提供する当事者が、その情報が正確であるようにすることに責任を負う。税関は、密閉コンテナ及び荷主の積載量及び個数について、引き続きこの同じガイドラインを使う。税関はまず、キャリアについて詳細な整合性を見るが、繰り返し違反が発生する場合は、税関は19 CFR 4.3aで示されている処罰を検討することがある。

B) 質問：何が貨物の精密な説明を構成するのか？化学製品（Compound、Mixture）
の場合には化学式が必要となるか？
回答：本規則が求めているのは、貨物についての精密な記述的説明かまたは正しく分類を判断できる熟練を有しているならば6桁の関税番号である。6桁の関税番号の正確性に疑問があるならば（正確性を確認するのはしばしば困難である）、精密な記述的説明が使用されるべきである。
精密な記述的説明とは、コンテナが映像検査装置（Imaging Equipment）を通過したときに貨物の中のいかなる異常物も確認できるよう、税関が申告された貨物の形状、物理的特徴、ありそうな梱包を確認できるのに十分に精密な説明である。また、説明は、放射能を放出する可能性のあるいかなる貨物（Goods）をも確認できるよう十分に精密でなければならない。どの程度まで情報が具体的であるかは商品の性質に依存するものである。例えば、”エレクトロニクス”は精密な説明ではなく、”CDプレイヤー”あるいは”コンピュータ・モニター”ならば精密な説明と言えよう。
税関は、どのような説明が受け入れ可能か洗練させていくために今後も貿易業界と協力していく。税関は、求めている精密さのレベルが明確にされていない場合の説明についてはエンフォースメントを開始しない。商品が適切に説明されていないときには税関はキャリアに通知する。貨物の説明は、税関が精密にターゲッティングするのを支援する上で最も重要な要素の一つであるので、できるだけ早く精密で協力的になることは貿易業界の利益になる。このことは最終的なエンフォースメントを回避するだけでなく、コンテナの中に何が入っているか知る上で税関が安心できないことに起因するコンテナの”ホールド”を回避することにもなる。
明らかなことは、次の説明はいかなる状況にあっても受け入れられない：説明がブランクとなっていること；”freight all kinds”または”FAK”；”said to contain”または”STC”；”general merchandise”；”26 pallets”；”various retail merchandise”；または”consolidated cargo”。2003年２月２日から、かかる一般的説明（準備期間中は使用し続けられている）が船社またはNVOCCから提出されるならば、税関は強力なエンフォースメント（遵守強制）措置を開始する。下記表に掲げる用語は一つのガイドである。受け入れられる説明と受け入れられない説明の参考例であって全ての事例を完全に網羅するものではない。カッコ内の語句は例である。
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Industrial Appliances

Heat Pump

Autoparts New Autoparts

Parts Used Autoparts

Caps Baseball Caps

Blasting Caps

Bottle Caps

Hub Caps
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Chemicals, hazardous Actual Chemical Name(not brand name)

Chemicals, non-hazardous Or U.N.HAZMAT Code Identifier #

Electronic Goods Computers

Electronics Consumer Electronics, Telephones

Electronic Toys(can include Gameboys, Game Cubes,

Dancing Elmo Doll etc.)

Personal/Household Electronics(PDA's, VCR's, TV's)

Equipment Indsutrial Equipmet, Oil Well Equipment

Automotive Equipment, Poultry Equipment etc.

Flooring Wood Flooring, Plastic Flooring, Carpet, Ceramic Tile,

Marble Flooring

Foodstuffs Oranges

Fish

Packaged Rice, Packaged Grain, Bulk Grain

Iron  Iron Pipes, Steel Pipes

Steel  Iron Building Material, Steel Building Material

Leather Articles Saddles

Leather Handbags

Leather Jackets, Shoes

Machinery Metal Working Machinery

Cigarette Making Machinery 

Machines Sewing Machines

Printing Machines

Pipes Plastic Pipes

PVC Pipes

Steek Pipes

Copper Pipes

Plastic Goods Plastic Kitchenware, Plastic houseware,

Idsutrial Plastics

Toys, New/Used Auto Parts

Polyurethane Polyurethane Threads

Polyurethane Medical Gloves

Personal Effects

Household Goods

Personal Effects

Household Goods

Rubber Articles Rubber Hoses

Tires

Toys

Rubber Coneyor Belts

Rod Welding Rod

Rebar

Alumium Rods

Reactor Rods

Scrap Plastic Scrap

Alumium Scrap

Iron Scrap

STC(Said to Contain)

General Cargo

FAK Freight of All Kinds

"No Description"

Tiles Ceramic Tiles

Marble Tiles
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Tools Hand Tools 

Power Tools 

Industial Tools

Wires Electric Wires

Auto Harness

Coiled Wire(Industrial)


C）輸入時の分類とHTSの名称を利用したマニフェスト上の分類が一致しない場合、輸入者にとっての影響はどのようなものになるのか？
回答： 不正がなければ、こうした状況で輸入業者が処罰を被る懸念はないと思われる。税関は、キャリアと協力して誤記を訂正し、事後監査を通じて特定の貨物説明が不正確であることをキャリアに通知することができる。そのキャリアが継続的に矛盾する情報を提出していて、かつ税関が日常的にそのキャリアにその問題について通知してきたと判断される場合は、処罰を検討することができる。矛盾する情報がある場合、輸入業者は、将来の提出では訂正がなされるように、不正確な分類について荷主に通知すべきである。

ＨＴＳナンバーについては、税関は米国統一関税率表を参照している。どのナンバーを入力するかはっきりしない場合は、荷主が詳細な説明を提供できるはずである。

D) ボルスタータイプのコンテナ設備に詰まれた貨物（すなわち上部と側面がオープンになった台状コンテナ）はコンテナ詰めされていると見なされ、したがってキャリアは「荷主の申告した貨物の説明および重量」に依存できるのか。

回答：貨物が目に見え、密閉されていないため、税関は荷主の積載量および個数（Shippers load and count）を受け入れない。

31. 申告項目№８―荷主の氏名および住所：貨物フォワーダーはFMC（米国連邦海事委員会）サービス契約に基づいていろいろな荷主の｢代理人｣としてキャリアと契約することがある。貨物フォワーダーの氏名及び住所ではなく実際の荷主の氏名及び住所が使われなければならないというのは正しいか。そのフォワーダーがその荷主の｢代理人｣として表記される場合、荷主は二次通知当事者(Second Notify Party)であるべきだというのは正しいか。

回答：この特定の状況では、実際の荷主の氏名および住所が使われなければならない。二次通知当事者は、税関に関して電子化されている当事者が出荷に関する電子情報を受け取れるようにするためである。したがって、この申告項目（二次通知当事者）に関しては、荷主の記載は認められない。

この狭義の質問は、荷主についての記述の妥当性というより一般的な問題を提起する。現在、税関が荷主について受け取る情報はリスク決定には役に立たない。たとえば、荷主をキャリア、銀行、輸入業者というふうに特定しても、税関には有益な情報とはならない。この種の情報の提供は、より緻密な調査につながり、その出荷が調査される可能性を高める。しかしながら、荷主の記述の欄が空白の場合、税関は出荷に関して「do not load（積み込み不可）」メッセージ」を発することはできるものの、荷主の記述についての妥当性は税関の２４時間ルール執行の当初の重点ではない。

32. 申告項目№９―荷受人およびTo Order B/L：第(ix)項は、To Order B/Lについて、荷受人がいない場合、この情報事項にはその貨物の「所有者または所有者の代表者」の氏名を含むものとする、と規定している。この規則は、誰が｢所有者の代表者｣たり得るかについて何も制限や定義をしていないので、米国における氏名または住所を求めているわけではなく、荷主がB/L上に記載している者なら誰でもかまわないと推定している。それでいいのか。

回答：税関は、通商上および金融上の理由で「to order」は荷受人の欄に位置づけられなければならないことを認識している。したがって、税関は、「to order」を荷受人欄に書いていいと決定した。しかし、この欄には、「（銀行、荷主などの実際の氏名の）to order」および住所が含まれていなければならず、また一次通知欄には米国の氏名および住所が記載された実際の荷受人が含まれていなければならない。

税関はさらに、ＦＲＯＢ貨物については実際の荷受人の所在が米国外であることを認識している。したがって、ＦＲＯＢ貨物については、実際の荷受人の氏名および外国の住所が一次通知欄に記載されなければならない。

しかし、その出荷が「to order」出荷でない場合は、実際の荷受人の氏名および住所が荷受人欄に記載されなければならない。

33.申告項目№14―シール：第(xiv)項には、「コンテナに貼られるすべてのシールについてシールナンバー」を求めている。法律には、コンテナに積載する荷主がコンテナにシールを貼らなければならないという義務付けは見当たらない。また、そのコンテナが詰められるときに誰がシールを貼ったのかを船社が確認することもできない。荷主だけがそれをする立場にいる。しかし、キャリアはコンテナを受け取るときにシールナンバーをチェックすることができる。

Ａ）荷主からシールのないコンテナを受け取った場合、又は当初のシールが損傷したり壊されたりしているのを発見した場合、キャリアはどうすべきか。

回答：この問題は、Ｃ－ＴＰＡＴ参加キャリアとＣ－ＴＰＡＴ非参加キャリアに関して、示唆を提起する。前者に分類されるキャリアについては、Ｃ－ＴＰＡＴ自主参加アグリーメント13項に規定されているように、海上キャリアは「ハイセキュリティシール又はロックがすべての積載コンテナに貼られるようにすることを期待されている。

キャリアも、ほとんどの積載コンテナの受取人と同様、そうしたコンテナに確実にシールを貼るようにする立場にないことが多い、という懸念が表明されている。確かにそうであるが、他方、コンテナのシール貼りは安全なサプライチェーンの基本要素であり、これまで同様、Ｃ－ＴＰＡＴへのキャリアの貢献の重要な部分である。その貢献に関して、海上キャリアに関するＣ－ＴＰＡＴアグリーメントには、「キャリアは、サプライチェーンのプロセスを通じてセキュリティ対策を強化するために、提示された勧告の枠組みの中で、立証可能な文書化されたプログラムを開発し実施することに同意する。キャリアが生産施設、流通事業またはサプライチェーンのプロセスを管理していない場合は、キャリアは付属の勧告／ガイドラインをそうした事業体に知らせることに同意する。」と書かれている。

上で述べたように、たとえキャリアがコンテナのシール貼りを「管理する」ことができなくても、Ｃ－ＴＰＡＴに参加するキャリアは、サプライチェーン全体を通じて効果的なセキュリティ対策を推進することを期待されている。それには、すべての積載コンテナのシール貼りを確実にするためにキャリアができることはあまねくやる、ということが含まれなければならず、また、そのシール貼りを手配するために、キャリアが荷主、フォワーダーその他と協力または交渉する必要が生じるかもしれない。特に、Ｃ－ＴＰＡＴキャリアは、シールのない、不正表示の、または改ざんされたコンテナに伴うリスクのレベルを考え、そのコンテナの船積みに先立って適切なセキュリティ対策を講じるべきである。下に述べるように、こうした措置には、ハイセキュリティシールの適用、荷主に中身を立証しシールを加えることを求めること、コンテナの船積みの拒否などが含まれる。さらに、シールのない、またはシールが損傷しているコンテナについては、Ｃ－ＴＰＡＴキャリアは、そのコンテナをひとつの弱点と考え、将来の出荷についてその弱点に対処するために責任当事者（荷主／フォワ―ダー）と協力すべきである。

税関が外国の荷主のためのＣ－ＴＰＡＴアグリーメントを策定（およびその他の協定を強化）していけば、税関は、必要に応じて、コンテナに確実にシールを貼るということに対して他の業界分野の責任を明確に示すことになるだろう。

したがって、キャリアが、シールが改ざんされたりシールナンバーが出荷書類と食い違ったりしたコンテナを受け取った場合は、そのキャリアは税関に通知すべきである。この通知は食い違いに気づいたら直ちに行われるべきである。食い違いの発見が船荷証券の発信の受領後（２４時間の期間内）であった場合は、キャリアは税関に通知すべきだが、２４時間審査の開始時刻は引き続き当初の船荷証券データの送信時刻に基づくことになる。

シールデータ欄は、２４時間ルールの実施にあたっての税関の当初の重点事項ではないであろう。しかし、コンテナのシールの欠如または損傷は、一定レベルのリスクをもたらすことになる。Ｃ－ＴＰＡＴおよび非Ｃ－ＴＰＡＴキャリア、ならびにその取引パートナーは、このリスクに対処するためのいくつかの選択肢が使える。下に列挙した選択肢のうちでは、第一の選択肢が、セキュリティ対策の観点からは最も注意のレベルが高く、したがって最もリスクが低い。シールのないコンテナがキャリアに届けられた場合、キャリアは以下の選択肢のいずれをも行うことができる。

· キャリアはコンテナの中身を検査して確認し、そのコンテナに新しいシールを貼ることができる。

· キャリアは荷主にコンテナの中身を点検するよう求め、そのコンテナにシールを貼ることができる。

· キャリアは中身を確認せずにそのコンテナにシールを貼ることができる。

· キャリアはそのコンテナの船積みを拒否できる。

· キャリアはそのコンテナを引き受けるが、シールの状態（シールなし、改ざん、または損傷）を示唆する情報をＡＭＳで送ることができる。

税関は、キャリア／ＮＶＯＣＣがシールなし、改ざん、損傷など、シールデータ欄の情報を送信できるように、ＡＭＳの能力を提供する。

Ｂ）オフショア税関当局が輸出コンテナを船積み直前に検査し、新しいシールを貼ることは珍しくない。これはオリジナルのシールナンバーを付したＣＦ１３０２が米国税関に提出された後に発生する。「キャリアおよびスーパーキャリア構想」に基づき、キャリアはシールの変更を追跡するための手続きを有し、税関は基本的にケースバイケースでフォローする。この手続きがＣＦ１３０２提出後のシール変更に対処する方法であることを確認したい。

回答：キャリアは、貨物申告を提出したのと同じ税関に通知すべきである。さらに、キャリアは外国当局によって輸出検査が行われたという証拠書類の入手を試みるべきである。税関は、貨物申告が修正または変更された場合は税関が最後の発信を受け取った日時から２４時間のカウントが始まる、とずっと言い続けてきた。キャリアまたはＮＶＯＣＣが外国税関からの書類を貨物申告が提出された税関のある港湾に提出できる場合、その港湾は新たな２４時間の義務付けを免除することができる。

34 .ＮＶＯＣＣ：税関が、ＮＶＯＣＣの貨物申告及びハウスB/L情報が、以下によってＡＭＳを通じて電子的に提出されるよう求めていることは、明らかだと思われる。

· １．自身がボンドを得て電子化されたＮＶＯＣＣ

· ２．自身の貨物申告及びそれに関するハウスB/L情報をAMSで申告するために船社を利用するＮＶＯＣＣ

· ３．電子化されたＮＶＯＣＣを利用して情報を提出するＮＶＯＣＣ

· ４．サードパーティの電子ファイリング・サービスを利用するＮＶＯＣＣ

回答：

１について―この例では、電子化されたＮＶＯＣＣは自身の貨物申告を直接米国税関に提出する。このプロセスは直接税関に提出するキャリアと同じである。追加的な条件は、ＮＶＯＣＣが、船舶運行業者ではなく契約している船社（ＮＶＯＣＣにB/Lを発行している船社を意味する）を二次通知当事者(Second Notify Party)の位置に置かなければならないことである。特定された各二次通知当事者は、B/Lが変更、ホールド及び解除されるたびに税関からメッセージを受け取る。その伝達に含まれる識別情報は以下の通りである。

　－ＳＣＡＣ               －B/Lナンバー

　－船舶名                 －処理コード

　－航海ナンバー           －数量

　－マニフェスト順序番号   －登録の種類

　－ＩＭＯナンバー         －登録ナンバー

　－陸揚げ港湾             －処理日時

　－日付                   －コンテナ・ナンバー

２について―業務及びITの問題によって、税関はこれについて、ＣＯＡＣを通じて明確な手続きを策定しようとしている。しかし税関は、ＮＶＯＣＣB/Lを提供する手続きを開発したいくつかのキャリアを知らされている。最良事例の文書がキャリア間で配信されることが期待される。

３について―この例では、非電子化ＮＶＯＣＣは自身の貨物申告情報を、キャリアにコンテナを渡すＡＭＳ参加ＮＶＯＣＣに提出しなければならない。ＡＭＳに参加しているＮＶＯＣＣはその貨物申告をあたかも自身のものであるかのように提供する。貨物フォワーダーやＮＶＯＣＣはリストされることはできず、指定荷主及び荷受人だけがリストされ得る。契約する船社は二次通知当事者としてリストされなければならない。

４について―この例では、非電子化ＮＶＯＣＣが自身の貨物申告情報を米国税関に伝達してくれるサービス・プロバイダーまたは港湾当局に提出することを選択する場合、その非電子化ＮＶＯＣＣは、インターナショナル・キャリア・ボンドを入手しなければならない。船社は二次通知当事者としてリストされなければならない。

注意：すべての当事者は、マニフェスト文書一部を船内で維持するという条件に従うためには、自身の貨物申告の紙コピーをキャリアに提出しなければならない。

35. 船社に関するデータ要素要件：
Ａ）船社はそのＮＶＯＣＣ顧客にB/Lを発行する。ＡＭＳを通じて提出を行うＮＶＯＣＣのために船社が輸送しようとしているコンテナに関するCF1302に、船社が記載しなければならない情報があるか。

回答：電子化されたＮＶＯＣＣは記入済みの貨物申告を税関に提出することが義務付けられる。電子化ＮＶＯＣＣは、そのＮＶＯＣＣと契約している船社を二次通知当事者として含めなければならない。船社が非電子化ＮＶＯＣＣのために税関に貨物申告を伝達しようとしている場合、そのＮＶＯＣＣはその船社に、すべてのB/Lについて完全な貨物申告を提供しなくてはならない。

Ｂ）貨物検査に続く情報は誰に対していつ公開されるのか。

回答：ホールド及びその後の撤去指示は、ＡＭＳを通じて税関にマニフェスト情報を発信した当事者及び二次通知に関して指定されたすべての当事者に送られる。文書の貨物申告を提出するキャリアについては、その貨物申告を税関に提示する当事者が通知を受け取る。

Ｃ）規則へのコメントは、「船舶運行業者はＮＶＯＣＣの標準アルファコード（SCAC：Standard Alpha Code）…が税関に提示される税関書式（CF）3171に記載されるようにすることにのみ責任を負う」と述べている。しかし、CF3171は船積み前には提出されず、コメントが述べているように「米国到着４８時間前」に提出される。

回答：米国に到着する船舶について、税関は、その船舶についてのすべてのＳＣＡＣコードを記載したCF3171を港湾ごとに一通受け取るのみである。船社は二次通知当事者であり、船舶運行業者にその船舶で輸送されるすべてのＳＣＡＣコードを知らせなければならないため、到着する船舶はこの情報を税関に提供する責任を負う。船社は、電子化されたＮＶＯＣＣに、そのＮＶＯＣＣがマニフェストを提出した貨物に対して行ったあらゆる変更（過剰、不足）について通知しなければならない。

36. 二次通知当事者：
Ａ）船社が船積み開始前にＮＶＯＣＣのコンテナ（box）に関するあらゆるホールド指示について知っていることは非常に重要である。スロットをチャーターする船社はこの状況で船舶運行業者をリストするであろうことは明らかだと思われる。電子化されたＮＶＯＣＣは契約した船社をリストすることを義務付けられると推定される。これは正しいか。船社がスロットをチャーターする場合、電子化されたＮＶＯＣＣは船舶運行業者もリストしなければならないのか、それともその場合船舶運行業者への伝達はスロットをチャーターした者の責任なのか。

回答：電子化されたＮＶＯＣＣは二次通知当事者として船社をリストすることを義務付けられる。もしコンテナが外国港での積込みを拒否されたならば、税関は電子化されたＮＶＯＣＣに通知し、必要な伝達を行なうことは当該ＮＶＯＣＣの責任ということになる。
Ｂ）二次通知当事者の欄はＮＶＯＣＣによってコンテナ（Box）を輸送する船社も含むように｢記入され｣なければならない、及び、この欄が記入されていないとＮＶＯＣＣの申告は不完全となり受理されない、というのは正しいか。

回答：二次通知当事者はＮＶＯＣＣに関して必須の欄である。また、ＮＶＯＣＣは二次当事者としての船舶キャリアを列記しなければならない。
Ｃ）二次通知当事者は、税関の「ホールドﾞ」指示へのアクセス以外にどのような情報を与えられるのか。コンテナ・ナンバー及びＮＶＯＣＣ・ＳＣＡＣコード（または他の識別要素）は二次通知当事者情報に含まれているのか。

回答：二次通知当事者は、船荷証券が変更、ホールド及び解除されるたびに税関からメッセージを受け取る。現在のところ、税関は二次通知当事者に送られる情報を制限するために採用する計画を検討しているところである。その伝達に含まれる識別情報は以下の通りである。

　－ＳＣＡＣ　　　　　　　　　　－B/Lナンバー

　－船舶名　　　　　　　　　　　－処理コード

　－航海ナンバー　　　　　　　　－数量

　－マニフェスト順序番号　　　　－登録の種類

　－ＩＭＯナンバー　　　　　　　－登録（entry）ナンバー

　－陸揚げ港湾　　　　　　　　　－処理日時

　－日付　　　　　　　　　　　　－コンテナ・ナンバー

Ｄ）すべてのＮＶＯＣＣ二次通知当事者のリスティングが、結果的にＮＶＯＣＣの貨物に関する一切の｢ホールド｣通知がＡＭＳを通じて船積み前に船社に効率的に伝達されるようにするには、ＩＴ及びシステム的見地から何が必要か。

回答：すべてのＡＭＳ参加者は、ＡＭＳを通じて情報を伝達することを許される前に、自身のシステムを情報技術局でテストすることが義務付けられている。

E）税関は、ＮＶＯＣＣ、とりわけ海外のＮＶＯＣＣに、90日以内にＡＭＳに参加しボンドに準拠する仕方を教えるプログラムを有しているか。

回答：現在のところ、情報技術局は、ＡＭＳにおける電子化キャリアのための明確な推進プログラムを有している。電子化ＮＶＯＣＣに対しても、これらの同じ基準が用いられる。税関は米国官報及び海運団体を利用しており、キャリアは自身の外国の荷主に新しい要件について助言しつつ情報を配布していくべきである。
37. 共同積載：
Ａ）マスターＮＶＯＣＣは共同積載コンテナにおけるすべてのB/Lについての提出責任当事者か。

回答：税関は｢マスターＮＶＯＣＣ｣という用語を、コンテナを船社に提出する責任を有する当事者として定義している。電子化マスターＮＶＯＣＣは電子化されていないすべての当事者に関して、提出責任当事者になる。電子化されていないマスターＮＶＯＣＣは、電子化されていないすべての当事者に関して、キャリア又は認定された第三者の電子化サービス・プロバイダーに文書の貨物申告を提供する責任を負うことになる。

Ｂ）共同積載コンテナにおけるすべてのＮＶＯＣＣが｢電子化｣されている場合、各ＮＶＯＣＣは必要な情報をＡＭＳを通じて独自のB/Lから提出できるか。

回答：電子化マスターＮＶＯＣＣはすべての文書の貨物申告に関して責任を有する。共同積載を行う電子化ＮＶＯＣＣはすべて、ＡＭＳを通じて直接税関に提出しなければならない。非電子化ＮＶＯＣＣは貨物申告情報をマスターＮＶＯＣＣに提供するか、またはその情報を税関に伝達できるサービス・プロバイダーか港湾当局を利用しなければならない。非電子化ＮＶＯＣＣは、電子化マスターＮＶＯＣＣと共同積載を行う場合、自身の貨物申告を船舶運行業者に提示する権限を持たない。

Ｃ）非電子化マスターＮＶＯＣＣは、当該コンテナに共同積載を行うすべての非電子化当事者に関して、船社または第三者のサービス・プロバイダーに貨物申告を提出して、AMSに情報提供してもらわなければならない。共同積載を行う電子化ＮＶＯＣＣは、自身の貨物申告をＡＭＳを通じて税関に伝達することを義務付けられる。当該コンテナにおけるすべての電子化当事者は、二次通知当事者として船社を含めなければならない。

各ＮＶＯＣＣが提出可能である場合、船社は自身が船積みし輸送することになるコンテナに関していくつのＮＶＯＣＣがＡＭＳを通じての提出を義務付けられているか知る必要があるか、そしてどうやってこれを知るのか。共同積載する各ＮＶＯＣＣは、自身の提出が受け入れられるように、船社を二次通知当事者としてリストしなければならないのか。

回答：電子化ＮＶＯＣＣはすべてのB/Lに関して完全な貨物申告を提供し、船社を二次通知当事者として有することを義務付けられる。ＡＭＳは、あるコンテナに関していくつのＮＶＯＣＣがＡＭＳを通じて提出を行ったかについて船社に通知することはない。この情報が船社によって請求されたか必要とされた場合、それはＡＭＳを通じて把握されるものではない。

Ｄ）解説は、非電子化ＮＶＯＣＣが電子化された「マスター」ＮＶＯＣＣと共同積載を行う場合、その非電子化ＮＶＯＣＣは「船舶AMSを通じて税関にこの情報を提示することを義務付けられる電子化ＮＶＯＣＣに対して、自身の貨物について求められるマニフェストを完全に開示及び提示しなければならない」と述べている。共同積載を行う非電子化ＮＶＯＣＣがそのB/L情報をマスターＮＶＯＣＣ（潜在的競争相手）に与えたくなくて、船社にその貨物申告情報をＡＭＳを通じて提出してほしい場合、規則はこれを認めるか、それともＡＭＳによる提出は電子化ＮＶＯＣＣによってのみ行われなければならないか。

回答：そんなことはない。「３７．共同積載」の質問Ｂ）に対する回答を参照されたい。

38. ＳＣＡＣ：
Ａ）キャリアまたはＮＶＯＣＣは、どのようにして標準キャリア・アルファ・コード(ＳＣＡＣ)を入手するのか。

回答：ＳＣＡＣコードは、ヴァーモント州アレクサンドリアにある全米自動車貨物輸送協（ＮＭＦＴＡ：National Motor Freight Traffic Association）から入手できる。電話番号は(703)921-7173、ウェブサイトアドレスはwww.nmfta.org/scac2.htmである。
Ｂ）キャリアまたはＮＶＯＣＣは、ＳＣＡＣコードを入手したら何をするのか。

回答：ＮＭＦＴＡから受け取った、ＳＣＡＣナンバーを特定している書類を、米国関税庁の情報技術局、(703)921-7173にファックスし、電子通商システム（Automated Commercial System）に入力してもらう。

39.貨物申告の送信時間の明確化：規則は、船舶キャリアが情報を送信する場合と電子化されたＮＶＯＣＣが情報を送信する場合とで、義務付けられる時間に関して食い違いを示していると思われる。船舶キャリアについては、税関は、その船舶の貨物申告情報または税関の認めた同等の電子情報を、その船への船積み２４時間前にそのキャリアから受け取らなければならず、電子化されたＮＶＯＣＣについては、貨物申告情報を船積み２４時間前に送信するだけでいい。これは正しいか。

回答：２００２年１０月３１日に出された規則は、確かに意図せざる矛盾を見せているが、これは２００３年１月１４日の連邦公報に発表された同規則の改正によって訂正されている。この訂正によって、船積み前２４時間は税関が情報を受け取った時点から始まることが明確化される。情報が受け取られたとみなされるには、情報が税関に送信され、システム編集に通り、そして送信者への受信メッセージを返信したとの検証を経なければならない。これを明確にするために、税関は、２００３年１月１４日付けのFederal Registerに、このルールの技術的説明を発表した。

40. 地理的範囲：船積み２４時間前ルールは、プエルトリコ、カリブ海地域およびその他の近距離地域など、あらゆる地理的位置に適用されるのか。

回答：プエルトリコは米国税関の領域内であり、関税法における「米国」の定義に含まれている。したがってプエルトリコから直接別の米国港湾に向けて出荷されるコンテナにはこのルールは適用されない。しかし、プエルトリコ行きの貨物には適用される。

２４時間ルールは、グアム、北マリアナ諸島など、その他のすべての米国所有地および領地から、直接米国の港湾に向かうすべてのコンテナに適用される。
いかなる地理的位置についても、このルールの時間的枠組みに例外が設けられてはいない。

41.バルク貨物およびブレークバルク貨物

Ａ）どういうものがバルク貨物とみなされるのか。

回答：２４時間事前マニフェストルールに関する限りにおいて、バルク貨物（Bulk Cargo）については以下の定義が用いられる。

「バラ積みで船倉に詰められ、箱、梱、袋、樽などのコンテナに入れられていない、均質の貨物。このような貨物はまた、バラ積み貨物(Bulk Freight)とも呼ばれる。特に、バルク貨物は次のいずれかで構成される。（Ａ）油、穀類、石炭、鉱石など、ポンプでくみ上げたりシュートで落としたり投下によって取り扱うことのできる流動物、または（Ｂ）バルク貨物と同じようにしっかりと詰められた均質の貨物で、船積みおよび荷下ろしに運搬管理が必要な貨物。」

国境セキュリティ分析（ＢＴＡ：Border Targeting and Analysis）は、以下に挙げた商品および商品の種類がバルク貨物と分類できる、と決定した。バルクと分類されるためには、この貨物はコンテナに入れられてはならず、船積みの際に容易に見分けられなければならない。以下の商品を束ねるのは貨物の固定のためだけに限られる。このリストは税関事務所が適切とみなせば変更および更新されることがある。

· 鉄および他の金属のコイル

· 鉄および他の金属のレール

· 鉄および他の金属のワイヤーロッド（コイル状でも平らでもよい）

· 金属塊（貴金属またはその他）

· 鉄または他の金属の丸棒

· 異形鉄筋／鉄筋

· （金属）プレート

· （金属）片

· （金属）スラブ

· （金属）パイプ

· （金属）さお

· （金属）チューブ／チュービング

· （金属の）アングル材、シェイプおよびセクション

· （金属）シート

· エクスパンデドメタル

· （金属）平棒

· （金属）ストランドワイヤー

· 商品としての用材／木材（包装材を除く）、商品としてのボール紙／段ボール／ベニヤ板（包装材を除く）、商品としての紙製品（木材パルプ、新聞印刷用紙およびペーパーロール。包装材を除く）

· 一定の生鮮品で、箱、袋その他の容器に入っておらず、冷凍されておらず、他の種類のバルク貨物と同様の方法で船積みされ詰められているもの（海産物および農産物を含む）。

Ｂ）どういうものがブレークバルク貨物とみなされるのか。

回答：ブレークバルク貨物は、容器に入れられておらず、かつ上記の定義に基づいて「バルク」貨物として分類できない貨物と定義される。たとえば、新車および中古車はブレークバルク貨物と分類される。性質的には均質でも、自動車には識別マーク（車両登録番号など）がついている。バルク貨物に必要な１つの特徴は、代替性である。車両登録番号がついているために、新車または中古車の出荷ではその要素がなくなる。

バルクとブレークバルクの違いは貨物の種類だけでなくその貨物が詰められるまたは積み込まれる仕方にも基づいていることに留意することは重要である。たとえば、（箱やコンテナではなく）船倉にばらで詰められたバナナはバルクとみなされる。（バラでも容器入りでもなく）船倉に直接積み込まれたパレットボックス入りのバナナはブレークバルクとみなされる。

Ｃ）ブレークバルク貨物に関して、２４時間ルール提出義務の免除を申請するにはどうすればいいのか。

回答：ブレークバルク貨物のキャリアは、24時間ルール提出義務の免除を申請することができる。免除申請は、U.S.Customs Service, Border Targeting ande Analysis, Room 5.4-D, 1300 Pennsylvania Avenue, NW, Wasdhington, D.C. 20229に郵送する。通常、免除手続きは、全体を審査するためにおよそ２～３週間かかる。

免除を検討してもらうためには、以下の情報が提出されるべきである。（19 CFR 4.7(b)(4)(ii)(A)による）。キャリアのＩＲＳナンバー、出荷される商品の産出地、特性および包装または束ねる方法、国内国外両方の寄港地、ブレークバルク貨物を輸送するためにそのキャリアが利用する船舶数および船舶名ならびにその国際海事機関（IMO）ナンバー、およびそのキャリアの輸入業者および荷主のリストで誰がＣ－ＴＰＡＴのメンバーかがわかるもの。税関事務所は、19 CFR 4.7(b)(4)の適切な遵守を確保し、必要な国家セキュリティリスク分析を行うために、関税庁が必要かつ適切と考える追加情報を求める権利を保有する。

注意：コンテナに詰められた貨物はすべて、「シップスコンビニエンス」コンテナと呼ばれるものも含めて、一般貨物(General Cargo)とみなされる。こうしたコンテナ貨物はマニフェスト報告義務を免れることはない。たとえば、（ばらでも船倉への直積みでもない）パレットボックス入りのバナナが出荷用コンテナに詰められている場合、これは船積み２４時間前に情報の提出が義務付けられるあらゆるコンテナ貨物と同様に取り扱われる。

42.出航を逸した場合：あるコンテナの情報がその船舶への船積み２４時間前に送信され、かつそのキャリアが税関から「ホールド」メッセージを受け取ることなく２４時間が過ぎたが、何らかの理由でそのコンテナがその船舶の出航を逸した場合、税関はそのコンテナの船積み２４時間前にもう一度送信することを求めるか。

回答：そのコンテナの情報が当初２４時間ルールに則って送信され、かつ船積み禁止メッセージが出されなかった場合は、以下の条件を満たせば、そのコンテナは新たな２４時間を義務付けられることなく、次の定期便で出航することを認められる。

· オリジナルのB／Lが当初予定していた船舶から削除されている。

· B／Lが、輸送／航海データに求められる変更以外にはB／L情報に変更なく、2番目の船舶に入力されている。

· 次の便の出航は、その前の船の出発時刻から２４時間以内でなければならない。そうでない場合は、2番目の船舶への船積み前に新しい２４時間枠が義務付けられる。

すべての場合に、貨物デクラレーションは、出航について削除または追加されたB／Lの削除および追加を反映するように、修正されなければならない。

以上
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� 本Q&Aは日本機械輸出組合事務局による仮訳であり、正しくは米国関税庁のインターネット・ホームページに掲載されている原文を参照されたい。以下のURLより入手できる。


� HYPERLINK "http://www.customs.gov/xp/cgov/import/carriers/24hour_rule/" ��http://www.customs.gov/xp/cgov/import/carriers/24hour_rule/�


なお、本FAQの仮訳における脚注は全て当事務局によるものである。


本件問合わせは先：


日本機械輸出組合企画開発グループ橋本（� HYPERLINK "mailto:hashimoto@jmcti.or.jp" ��hashimoto@jmcti.or.jp�、TEL 03-3431-9379）


� 原文では項目符号「E」とされているが、本来「F」とすべき誤記であると思われる。


� the Advisory Committee on the Commercial Operations


� 原文では設問番号「16」とされているが、本来は「17」とされるべき誤記であるとおもわれる。
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		Rod		Welding Rod

				Rebar

				Alumium Rods

				Reactor Rods

		Scrap		Plastic Scrap

				Alumium Scrap

				Iron Scrap

		STC(Said to Contain)

		General Cargo

		FAK Freight of All Kinds

		"No Description"

		Tiles		Ceramic Tiles

				Marble Tiles





Sheet1 (3)

		Not Acceptable		Acceptable

		Tools		Hand Tools

				Power Tools

				Industial Tools

		Wires		Electric Wires

				Auto Harness

				Coiled Wire(Industrial)





Sheet2

		





Sheet3

		






_1106982850.xls
Sheet1

		Not Acceptable		Acceptable

		Apparel		Clothing

		Wearing Apparel		Shoes

		Ladies' Apparel		Jewelry(may include watches)

		Men's Apparel

		Appliances		Kitchen Appliances

				Industrial Appliances

				Heat Pump

		Autoparts		New Autoparts

		Parts		Used Autoparts

		Caps		Baseball Caps

				Blasting Caps

				Bottle Caps

				Hub Caps





Sheet1 (2)

		Not Acceptable		Acceptable

		Chemicals, hazardous		Actual Chemical Name(not brand name)

		Chemicals, non-hazardous		Or U.N.HAZMAT Code Identifier #

		Electronic Goods		Computers

		Electronics		Consumer Electronics, Telephones

				Electronic Toys(can include Gameboys, Game Cubes,

				Dancing Elmo Doll etc.)

				Personal/Household Electronics(PDA's, VCR's, TV's)

		Equipment		Indsutrial Equipmet, Oil Well Equipment

				Automotive Equipment, Poultry Equipment etc.

		Flooring		Wood Flooring, Plastic Flooring, Carpet, Ceramic Tile,

				Marble Flooring

		Foodstuffs		Oranges

				Fish

				Packaged Rice, Packaged Grain, Bulk Grain

		Iron		Iron Pipes, Steel Pipes

		Steel		Iron Building Material, Steel Building Material

		Leather Articles		Saddles

				Leather Handbags

				Leather Jackets, Shoes

		Machinery		Metal Working Machinery

				Cigarette Making Machinery

		Machines		Sewing Machines

				Printing Machines

		Pipes		Plastic Pipes

				PVC Pipes

				Steek Pipes

				Copper Pipes

		Plastic Goods		Plastic Kitchenware, Plastic houseware,

				Idsutrial Plastics

				Toys, New/Used Auto Parts

		Polyurethane		Polyurethane Threads

				Polyurethane Medical Gloves

				Personal Effects

				Household Goods

				Personal Effects

				Household Goods

		Rubber Articles		Rubber Hoses

				Tires

				Toys

				Rubber Coneyor Belts

		Rod		Welding Rod

				Rebar

				Alumium Rods

				Reactor Rods

		Scrap		Plastic Scrap

				Alumium Scrap

				Iron Scrap

		STC(Said to Contain)

		General Cargo

		FAK Freight of All Kinds

		"No Description"

		Tiles		Ceramic Tiles

				Marble Tiles





Sheet1 (3)

		Not Acceptable		Acceptable

		Tools		Hand Tools

				Power Tools

				Industial Tools

		Wires		Electric Wires

				Auto Harness

				Coiled Wire(Industrial)





Sheet2

		





Sheet3

		






_1106981703.xls
Sheet1

		Not Acceptable		Acceptable

		Apparel		Clothing

		Wearing Apparel		Shoes

		Ladies' Apparel		Jewelry(may include watches)

		Men's Apparel

		Appliances		Kitchen Appliances

				Industrial Appliances

				Heat Pump

		Autoparts		New Autoparts

		Parts		Used Autoparts

		Caps		Baseball Caps

				Blasting Caps

				Bottle Caps

				Hub Caps





Sheet1 (2)

		Not Acceptable		Acceptable

		Chemicals, hazardous		Actual Chemical Name(not brand name)

		Chemicals, non-hazardous		Or U.N.HAZMAT Code Identifier #

		Electronic Goods		Computers

		Electronics		Consumer Electronics, Telephones

				Electronic Toys(can include Gameboys, Game Cubes,

				Dancing Elmo Doll etc.)

				Personal/Household Electronics(PDA's, VCR's, TV's)

		Equipment		Indsutrial Equipmet, Oil Well Equipment

				Automotive Equipment, Poultry Equipment etc.

		Flooring		Wood Flooring, Plastic Flooring, Carpet, Ceramic Tile,

				Marble Flooring

		Foodstuffs		Oranges

				Fish

				Packaged Rice, Packaged Grain, Bulk Grain

		Iron		Iron Pipes, Steel Pipes

		Steel		Iron Building Material, Steel Building Material

		Leather Articles		Saddles

				Leather Handbags

				Leather Jackets, Shoes

		Machinery		Metal Working Machinery

				Cigarette Making Machinery

		Machines		Sewing Machines

				Printing Machines

		Pipes		Plastic Pipes

				PVC Pipes

				Steek Pipes

				Copper Pipes

		Plastic Goods		Plastic Kitchenware, Plastic houseware,

				Idsutrial Plastics

				Toys, New/Used Auto Parts

		Polyurethane		Polyurethane Threads

				Polyurethane Medical Gloves

				Personal Effects

				Household Goods

		Rubber Articles		Rubber Hoses

				Tires

				Toys

				Rubber Coneyor Belts

		Rod		Welding Rod

				Rebar

				Alumium Rods

				Reactor Rods

		Scrap		Plastic Scrap

				Alumium Scrap

				Iron Scrap

		STC(Said to Contain)

		General Cargo

		FAK Freight of All Kinds

		"No Description"

		Tiles		Ceramic Tiles

				Marble Tiles

		Tools		Hand Tools

				Power Tools

				Industial Tools

		Wires		Electric Wires

				Auto Harness

				Coiled Wire(Industrial)





Sheet1 (3)

		Not Acceptable		Acceptable

		Rod		Welding Rod

				Rebar

				Alumium Rods

				Reactor Rods

		Scrap		Plastic Scrap

				Alumium Scrap

				Iron Scrap

		STC(Said to Contain)

		General Cargo

		FAK Freight of All Kinds

		"No Description"

		Tiles		Ceramic Tiles

				Marble Tiles

		Tools		Hand Tools

				Power Tools

				Industial Tools

		Wires		Electric Wires

				Auto Harness

				Coiled Wire(Industrial)
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